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１ 全般に係る事項 

新潟県で行う「物品の購入」、「製造の請負」又は「複写業務に係るサービスの提供」の一般競争入札又は

指名競争入札に参加するためには、資格を得る必要があります。 

令和８・９・10 年度の資格の取得を希望する方は、本書を確認の上、資格審査の申請を行ってください。 

なお、物品の賃貸や役務（複写サービス業務を除く）などは物品等入札参加資格の対象外です。 

 【対象外の主な業務】物品のリース、システム開発、人材派遣、広告・映像製作等 

新潟県では、賃貸や役務（複写サービス業務を除く）などの入札参加資格の登録制度はありません。 

これらの入札は、入札の都度、入札参加資格を定めて実施しています。 

 

(1) 申請期間・資格の有効期間 

 

定期申請 

申請期間：令和７年 11月１日から令和７年 12月 26 日まで（必着） 

有効期間：令和８年４月１日から令和 11 年３月 31 日まで 

※定期申請の受付期間を過ぎて到着したものは、「随時申請」として取り扱います。 

随時申請 

受付期間：定期申請終了後、随時受付 

有効期間：資格審査の承認通知を受けた日から令和 11年３月 31日まで 

※受付から決定まで概ね１か月程度かかりますので、期間に余裕をもって申請してください。 

 

 

申請書を電子申請で提出した後、添付書類を郵送してください。 

全体の流れは以下のとおりですが、具体的な申請方法は２ページ以降を参照してください。 

 

 

 

県ホームページから申請書様式（エクセルファイル）をダウンロードします。 

 

 

 

ダウンロードした申請書様式（エクセルファイル）に必要事項を入力し、申請書を作成します。 

 

 

 

作成した申請書データを「新潟県電子申請システム」で電子申請します。 

 

 

 

必要な添付書類を準備します。 

 

 

 

準備した添付書類を郵送で提出します。 

 

申請書類の持参、対面での審査はお受けしておりません。  

(2) 申請方法 

① 申請書様式の入手 

② 申請書の作成  

③ 申請書の提出（電子申請） 

⑤ 添付書類の提出（郵送） 

④ 添付書類の準備 



2 

 

２ 申請の手順 

 

【重要】県ホームページについて 

申請様式や電子申請システムへのリンク等は、以下の県ホームページに掲載しています。 

タイトル：「令和8・9・10年度 物品等入札参加資格審査申請の受付」 

ＵＲＬ  ：https://www.pref.niigata.lg.jp/site/suitou/8buppin.html 

本書の中で、            マークが表示されている場合は、上記のホームページにアクセス

してください。（ブラウザの「お気に入り」に登録しておくと便利です） 

 

【新潟県ホームページから探す場合】 

① 画面上部にある「事業者の方へ」をクリックします。 

② 「新潟県ホームページ事業者・就業者版」のページが表示されます。 

下にスクロールし、「入札・発注・売却・募集・その他」の中にある「入札参加資格の申請（物品）」

をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

③ 「令和8・9・10年度 物品等入札参加資格審査申請の受付」のページが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

ホームページにアクセス 

下にスクロール 
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(1) 申請書様式の入手 
  

 

 

ホームページから、「物品等申請書」（エ

クセルファイル）をダウンロードし、保

存します。 

また、必要に応じて「物品等申請書の記

入例」もダウンロードしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 申請書の作成 

ダウンロードした申請書様式（エクセルファイル）に、必要事項を入力し申請書を作成してください。 

入力に当たっては、以下の記載要領及び「物品等申請書の記入例」を参照してください。 

【申請書の種類】 

様式名 備考 

第
１
号
様
式 

物品等入札参加資格審査申請書 

【必須】全申請者が必ず作成 
別紙１～別紙３ 

別紙４ 営業種目表 

別紙５ 確認事項 

別紙６ 設備機械の保有状況 「軽印刷」、「平版印刷等」又は「フォーム印刷」を希望する場合のみ作成 

 

【記載要領（主な項目）】 

第１号様式 物品等入札参加資格審査申請書 

記載項目 摘 要 

申請区分 
該当する区分をプルダウンから選択してください。 
※「継続」は、令和５･６･７年度の入札参加資格を有している場合に選択します。 

令和５･６･７年度 
登録番号 

継続の場合は現有の登録番号（６桁）を入力してください。 

商号又は名称 法人種別（株式会社、有限会社等）にふりがなは不要です。 

代表者 
【法人】職名及び氏名を記入してください。職名は、別紙７「誓約書」と揃えてください。 

【個人】経営者の氏名を記入してください。 

法人番号 
【法人】13桁の法人番号を記入してください。 
【個人】空欄としてください。 

ホームページにアクセス 

このファイルをダウンロード 
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記載項目 摘 要 

申請者住所等 

【法人】登記事項証明書に記載された住所を記入してください。 
【個人】所得税申告書類に記載された住所を記入してください。 

※ 必要に応じて、ビル名等も記入してください。 
※ 事業活動の拠点が上記と異なる場合は、実際の拠点住所を記載し、その下の欄に
理由を記載してください。 

※ メールアドレスは、県からの連絡に使用しますので、会社のアドレス等可能な限
り変更のないアドレスを記入してください。 

申請書記載担当者 

連絡先 

申請内容について県から問い合わせをしたときに、対応いただける担当者及びその連
絡先を記入してください。 

競争入札の参加を
希望する営業種目 
【単位は大分類】 

先に「別紙４ 営業種目表」を作成し、一般競争入札及び指名競争入札に参加を希望
する営業種目の「大分類コード番号」を選択してください。（複数選択可、順不同） 

上記５のうち、指名
競争入札の参加を
希望する営業種目 
【単位は中分類】 

指名競争入札に参加を希望する営業種目について、優先順位の高い順に「中分類コード
番号」を選択してください。 

※ この順位に基づいて指名選定が行われます。 
※ 原則として、資格の有効期間内は本項目の変更はできません。 

別紙１ 

記載項目 摘 要 

本社(本店)以外の
新潟県内における
事務所事業所 

10を超える場合は主なものを10か所記入してください。 
（本社・本店は記入しないでください。） 

指名競争入札にお
ける販売区域の限
定の有無 

県内全域を販売区域とする場合は、(1)を選択してください。 
特定の区域を納入先とする入札のみ参加を希望する場合は、(2)を選択した上で、①
～⑭の区域ごとに希望の有無を選択してください。 

業種 

以下の(1)から(7)までのうち該当する業種をプルダウンから選択してください。 

(1)：小売業 

(2)：卸売業 

(3)：ソフトウエア業又は情報処理サービス業 

(4)：(3)以外のサービス業 

(5)：旅館業 

(6)：ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工

業用ベルト製造業を除く） 

(7)：(6)以外の製造業、建設業、運輸業、その他の業種 

※ 業種の分類は「日本標準産業分類」によることとし、入札参加を申請する部門、営業
種目のみによらず、企業全体としての主たる業種を選択してください。 

※ 複数業種を有する場合は、売上高により「主たる業種」を決めてください。売上高に
よる業種選定が困難な場合は、事業所の規模(面積等)により、それも困難な場合は、従
業員数により比較してください。 

従業員数 
申請日現在の従業員数を記入してください。 
【法人】役員の数を除く 【個人】事業主の数を除く 【組合】常勤職員の数 

法人の役員又は個
人の事業主の数 

申請日現在の人数を記入してください。 
【法人】常勤役員の数   【個人】事業主の数   【組合】役員の数 

別紙２ 

記載項目 摘 要 

物品販売に係る営
業許認可等 

入札参加を希望する営業種目が、法令に基づく営業に関する許認可等を必要とする
場合、別添の営業許認可等一覧表を参考に記入してください。 
官公需適格組合は、官公需適格組合証明書についても記入してください。  
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記載項目 摘 要 

申請日直近の事業

年度の始期・終期 

申請日現在で決算が確定している直近の事業年度の始期と終期を記入してください。 

承継等で申請する場合は、その被承継者の事業年度の始期と終期を記入してください。 

申請日直近の営業年
度の売上高 

直近の事業年度の損益計算書に計上されている売上高を記載してください。 
（千円単位、千円未満四捨五入） 
ただし、以下のいずれかに該当する場合は、各項目の計算方法によってください。 

【決算期間が１年に満たない場合】 
・年２回決算の場合：直近決算期間の売上高にその前期の売上高を加えた金額 
・決算期の変更があった場合：直近決算期間の売上高をその月数（１月未満の場
合は端数切り上げ）で除した金額に12を乗じた金額 

【官公需適格組合の場合】 

組合と構成組合員のそれぞれの売上高（申請する事業に係るものに限る。）の
合計額 

【直近の決算期以後に合併があった存続会社の場合】 

存続会社に吸収合併された法人の直近事業年度分に相当する売上高を加算した額 

資本金 

次のとおり金額を記載してください。（千円単位、千円未満四捨五入） 

【株式会社・有限会社】登記事項証明書の資本金額 
【合名会社・合資会社・財団法人・社団法人】貸借対照表の資本金額 
【社会福祉法人】基本財産（貸借対照表の基金） 
【特定非営利活動法人】貸借対照表の正味財産の金額 
【個人】貸借対照表の元入金の額 

ISO 9000・14000・           

27000シリーズ 

以下の機関の認証を受けている場合は「該当あり」、受けていない場合は「該当なし」
を選択してください。 
（公財）日本適合性認定協会（JAB）、（一財）情報マネジメントシステム認定センター
（ISMS-AC）が認定した認証機関、又は JAB 若しくは ISMS-AC と相互認証してい
る認定機関が認定した認証機関 

プライバシー 
マーク 

（一財）日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）の使用許諾を受けている場合は「該
当あり」、受けていない場合は「該当なし」を選択してください。 

 

別紙４ 営業種目表 

・ 入札参加を希望する取扱品目を必ず選択してください。（複数選択可） 

・ 表中に該当する名称がない場合には、その物品に最も適する中分類を特定し、取扱品目欄の「99その

他○○」を選択した上で、右の（ ）内に必ず具体的な品目名を記入してください。（具体的な品目名の

記入がない場合は登録できません。） 
 

別紙５ 確認事項 

 (1)社会保険及び(2)労働保険で「加入していない」を選択した場合、又は(5)過去１年間における新潟県物

品等調達業者指名停止措置要領第２条各号への該当で「あり」を選択した場合は、その理由又は内容を右の欄

に記入してください。 
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別紙６ 設備機械の保有状況  ※該当する事業者の方のみ作成 

入札参加を希望する中分類の種目名のうち、「軽印刷」「平版印刷等［軽・フォーム以外の印刷］」「フォ

ーム印刷」の種目を希望する場合に記入してください。 

 

作成した申請書を「新潟県電子申請システム」で提出（電子申請）します。 

 

① 

 

「 

・「新潟県電子申請システムはこちらから」

をクリックします。 

② 
 

・手続き申込の画面が表示されます。 

・「利用者登録せずに申し込む方はこちら」

をクリックします。 

 

※ 他の手続き等で既に利用者登録済み

の場合は、ログインして申請することも

可能です。 

③  
・表示内容を確認し、画面下部の「同意する」

をクリックします。 

④  
・連絡先メールアドレスの入力を求めら

れます。 

・この手続きの連絡先として使用するメール

アドレスを入力し、「完了する」をクリック

します。 

(3) 申請書の提出【電子申請】 

ホームページにアクセス 
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⑤ システムから送信されるメール本文 
・入力したメールアドレス宛に、新潟県電

子申請システムからメールが届きます。 

・メールに記載されている申込画面のURL

にアクセスしてください。 

⑥  
・申込画面が表示されますので、画面の説

明に従って、必要事項を入力します。 

・「申請書の添付」の項目まで進んだら、「添

付ファイル」をクリックします。 

⑦ zzz 
・「ファイルの選択」をクリックします。 

・作成した申請書データ（エクセルファイ

ル）を選択し、「添付する」をクリックし

ます。 

⑧  
・添付結果が表示されます。 

・作成した申請書データが添付されてい

ることを確認し、「入力へ戻る」をクリッ

クします。 
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⑨  ・再び申込画面が表示されます。 

・入力内容を確認し、「確認へ進む」をクリ

ックします。 

※エラーが出た場合は、画面の指示に従っ

て修正した後、再び「確認へ進む」をク

リックしてください。 

⑩  
・申込確認の画面が表示されます。 

・表示内容を確認し、「申込む」をクリック

します。 

※クリックすると、申請書データが県に提

出されますので、事前に内容をよく確認

してください。 

 

⑪  ・注意事項が表示されますので、内容を確

認し、「ＯＫ」をクリックします。 

⑫ 

 

・申込完了画面が表示されます。 

・この画面で表示される「整理番号」と「パ

スワード」は大切に保管してください。 

申請内容を修正する際に必要となりま

す。（メールでも送信されます。） 

・「PDFファイルを出力する」をクリックし

ます。 

 

 

 

999999999999 

XXXXXXXXXXX 



9 

 

⑬ 
 

・出力された「受付票」（PDFファイル）を

印刷し、保管します。 

 

※受付票は、添付書類を郵送する際に同封

が必要となります。 

※Ａ４サイズ・縦向きで印刷してください。 

 

※「受付票」の印刷をせずに画面を閉じてしまった場合、申込内容照会画面から印刷できます。 

 手順等については、システムから送信される申込完了通知メールをご確認ください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ご注意】以上の電子申請のみでは、申請は完了しません。 

必ず、この他に、期限内に県に到着するよう添付書類を準備し郵送してください。 

【定期】

申請書記載担当者
連絡先

氏名

新潟県物品等入札参加資格審査申請　受付票

申請区分

登録番号

部署名 025-280-5490電話番号総務部

出納　太郎

継続

000-000

整理番号 999999999

申請年月日 令和7年11月1日

商号又は名称 （株）出納商事

R8～物品
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【添付書類一覧表（Ｒ８～・物品）】 

※この用紙を記入し、添付書類と併せて提出してください。
※提出時はクリップを使用し、ホチキス・穴あけ等はしないでください。

※提出前に書類一式の写しを取り、貴社控えとして保管してください。
※提出書類は、すべて写しでの提出が可能です。

チェック
欄

貴社控えのための提出書類一式の写しは取りましたか。

◎：必ず提出する書類　　○：該当する場合に提出する書類

法
人

個
人

チェック
欄

① ◎ ◎

② 第１号様式別紙７「誓約書」 ◎ ◎

③ 第１号様式別紙８「役員等に関する調書」 ◎ ◎

④ ○ ○

⑤ ◎

⑥ ◎

⑦ ◎

⑧ ○ ○

⑨ ○ ○

⑩

新潟県の県税納税証明書 ◎ ◎

法人税の納税証明書 ◎

所得税の納税証明書 ◎

消費税及び地方消費税の納税証明書 ◎ ◎

⑪ ○ ○

⑫ ◎

◎

法人県民税・事業税の申告書
（省令第６号様式）の写し

◎

課税標準の分割に関する明細書
（省令第10号様式）の写し

◎

法人設立届出書
（県税規則第73号様式）の写し

○

⑬

事業譲渡の対象となった事業内容が確
認できる書類

○

分割の対象となった事業内容が確認で
きる書類

○

相続のあった事実が確認できる書類 ○

⑭ ◎

⑮ ◎ ◎

(＊）被保佐人又は被補助人に該当する場合は、後見登記等ファイルに記載された内容の登記事項証明書

貸借対照表、損益計算書

申請日前３か月以内に発行されたもの

長形３号封筒（承認通知書返送用）

納税証明書

・「未納がない」
　旨の証明書

・申請日前３か月
　以内に発行され
　たもの

認証を受けている場合のみ提出
(R8.4.1以降有効なもの）

財務諸表等

承継等に関する
書類

身分証明書（本籍地の市町村長が発行したもの）

プライバシーマーク使用許諾証の写し

ISO9000シリーズ、14000シリーズ、27000シリーズの登
録証の写し

110円分の切手を貼付し宛先を記載（様、御中
まで記載する）

「法人番号通知書の写し」又は「国税庁法人番号公表
サイト」で自社を表示した画面のコピー

戸籍謄本及び除籍謄本

株主総会の議事録の写し等

合併（営業譲渡等）契約書の写し等

提　出　書　類

商号又は名称：

備考

確　認　事　項

申請日直近の事業年度のもの

青色申告書 又はこれに準ずるもの
（資産負債調等）

新潟県内に事業所等（本店・営業所等）を有
しない場合も必ず提出

該当する場合のみ提出

申請日直近の事業年度のもの

営業許認可等の証明書の写し

・法人の場合
　納税証明書「その３の３」
・個人の場合
　納税証明書「その３の２」

申請日前３か月以内に発行されたもの登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

電子申請システムから出力したもの受付票

法人番号が分かる書類

【県内事業者の方・県外事業者の方いずれも必ず提出】

【県外事業者の方（法人）で新潟県内に営業所等を有する場合のみ提出】

新潟県の県税部に提出済みの直近の申告書
（県税部で受付したことが分かるものを添付す
ること。電子申告の場合は、申告受付画面を印
刷したもの等）

新潟県内に営業所等を設立したばかりで未申告の
場合は、上記の２つに代えて提出

法人設立の日（個人は事業開始の日）から申請日
までの期間が１年に満たない場合のみ提出

代表者印は不要

個人事業主又は法人の役員全てについて要記入

第１号様式別紙９「承継等（事業（営業）譲渡、合併、分

割、法人設立）に関する事項」

申請日前３か月以内に発行されたもの

【第１号様式 別紙９（承継等）に該当する場合のみ提出】

成年被後見人、被保佐人又は被補助人に該当しない旨の
登記事項証明書(＊）

提出前に提出書類が揃っているか

必ずチェックしてください。

①必要な添付書類は「添付書類一覧表」に記載されています。 

「添付書類一覧表」を県ホームページからダウンロードします。 

 

 

 

 

 

 

②「添付書類一覧表」に従って、必要な書類を準備します。 

※この一覧表も提出書類の１つです（チェック欄に記入が必要） 

 

 

 

 

別紙７～９の記載方法

に             ついては、次ページの③  

を参照してください。 

 

各種証明書等の取得方法 

は、16ページ以降を参照 

してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(4) 添付書類の準備 

ホームページにアクセス 

このファイルをダウンロード 

ご注意 
「新潟県の県税納税証明書」は、新潟県内に本店・支店

（営業所）が全くない場合も、必ず提出してください。

（「未納がない」旨の証明書が必要です。） 

※ 納税証明書の請求手続き等については、16 ページを参照く

ださい。 

※ 本県の入札参加資格は、県税の未納がないことが要件となっ

ています。県税には、本社・営業所等が県内に存在しなくても

課税対象となり得る税目があるため、県内の本店・支店（営業

所）の有無に関わらず、「未納がない」旨の証明書が必要です。 

返信用封筒の宛名は「行」ではなく、「様」や「御中」

で記載してください。 

（事務簡素化のため、ご協力をお願いします。） 

添付書類は、すべて写しでの提出が可能です。 
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③「添付書類一覧表」のうち、第１号様式 別紙７～９については、「添付書類一覧表」と同じエクセルフ

ァイルに様式が含まれていますので、入力して印刷してください。 

作成に当たっては、以下の記載要領及び「物品等申請書の記入例」を参照してください。 

 

第１号様式 別紙７ 誓約書 
申請者（代表者）名で作成してください。代表者印は不要です。 

 

第１号様式 別紙８ 役員等に関する調書 
法人の場合は登記事項証明書に記載されている全ての役員等（監査役、評議員等を含む。辞任・退任し

た者は除く。）、個人事業主は身分証明書に記載されている本人を記入してください。 

 

第１号様式 別紙９ 承継等に関する事項 ※該当する事業者の方のみ作成 
法人設立の日（個人にあっては事業開始の日）から申請日までの期間が１年に満たないときは、次のい

ずれかの場合に資格審査の申請ができますので、別紙９を作成し提出してください。 

(1) １年以上の営業実績を有する者からの営業譲渡  

(2) １年以上の営業実績を有する法人の吸収合併 

(3) １年以上の営業実績を有する法人を含む新設合併 

(4) １年以上の営業実績を有する法人の新設分割 

(5) １年以上の営業実績を有する法人の吸収分割 

(6) １年以上の営業実績を有する者からの相続 

(7) １年以上の営業実績を有する者の法人設立（いわゆる「法人成り」） 

「登録番号」欄には、譲渡人等が新潟県の物品等入札参加資格を有している場合に、その登録番号を記

入してください。 

なお、譲渡人等が新潟県物品等入札参加資格者であった場合でも、譲渡人等による「変更の手続き」で

はなく、譲受人による「新規の申請」が必要です。申請にあたって必要となる書類・手続き等の詳細は、

県ホームページにある「よくある質問」をご覧ください。 

 

 

今一度ご確認ください！ 

添付書類については別添「提出書類一覧」のとおりですが、下記の点について留意してください。 

記載項目 摘 要 

営業許認可等の 

証明書の写し 

第１号様式 別紙２の「５ 物品販売に係る営業許認可等」欄に記入した場合は、
必ずその営業許認可等の証明書の写しを添付してください。 

新潟県の県税納税
証明書 

新潟県内に本店・支店（営業所）が全くない場合も、必ず提出してください。 

（「未納がない」旨の証明書） 

財務諸表 承継等の理由により申請する場合は、被継承者の財務諸表も添付してください。 
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(5) 添付書類の提出【郵送】 

準備した添付書類を郵送で提出します。添付書類が県に到着した時点で受付となります。 

電子申請が期限内に完了しても、添付書類が期限後に県に到着した場合は、定期申請として受付はできません。 

※期限：令和７年12月26日 

 

① 提出するもの 

・「新潟県物品等入札参加資格審査申請 受付票」（電子申請システムから印刷したもの） 

・「添付書類一覧表」（提出する書類にチェックを入れたもの） 

・添付書類（すべて写しでの提出が可能です。） 

 

② 提出方法・提出先 

・角２封筒に入れ、封筒の表に「物品等入札参加資格 添付書類」と赤字で記載し、郵送してください。 

・下図の順に重ねてください。 

・クリップ等でまとめてください。（ホチキス止め、穴あけ等はしないでください。） 

・申請者控えとして、提出書類すべてのコピーを取ってから郵送してください。 

【提出先】 〒950-8570 ※県庁専用番号のため住所は不要 

        新潟県 出納局 会計検査課 調達契約係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

添付書類 

【添付書類一覧表（R8～物品）】 

チェッ
ク欄

① ✓

② ✓

⑪ ✓

⑫ ✓

⑬ ✓

⑭ ✓

新潟県の県税納税証明書 ✓

法人税の納税証明書

所得税の納税証明書

消費税及び地方消費税の
納税証明書

⑯

登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

成年被後見人、被保佐人又は被補助人に
該当しない旨の登記事項証明書

身分証明書

プライバシーマーク使用許諾証の写し

ISO9000シリーズ、14000シリーズ、27000
シリーズの登録証の写し

提　出　書　類 備考

受付票

⑮

貸借対照表、損益計算書

青色申告書 又はこれに準ずるもの

✓

営業許認可等の証明書の写し

納税証明書

 

 

 

提出書類が揃っているか確認し、

必ずチェックを入れてください。 

950-8570 

新
潟
県 

出
納
局  

会
計
検
査
課 

調
達
契
約
係 

物
品
等
入
札
参
加
資
格 

添
付
書
類 

角２封筒 

クリップ等でまとめる 

新潟県物品等入札参加資格審査申請 受付票 

【定期】 整理番号 999999999

申請年月日 令和7年11月1日

商号又は名称 （株）出納商事

R8～物品

申請書記載担当者
連絡先

氏名

新潟県物品等入札参加資格審査申請　受付票

申請区分

登録番号

部署名 025-280-5490電話番号総務部

出納　太郎

継続

000-000
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３ 修正・再提出 

審査の結果、不備・不足書類等があった場合は、申請書記載ご担当者あてにメールで連絡しますので、

すみやかに修正（追加）提出してください。 

(1) 電子申請した申請書に不備・不足があった場合 

「新潟県電子申請システム」から、修正依頼のメールが送信されます。 

県から届いたメールの内容に従って申請書を修正し、以下の手順で修正申請してください。 

① メールの内容に従って、当初に申請した申請書様式（エクセルデータ）を修正します。 

（ご注意ください） 

県から修正依頼のあった項目以外は、修正しないでください。 

修正依頼した項目以外は、審査が終了しているため、ここで修正しても反映できません。 
 

② 
 

・新潟県電子申請システムから届いた修正依頼

のメールを確認します。 

・メールに記載されている申込内容照会画面の

URLにアクセスしてください。 

③ 
 

・「整理番号」と「パスワード」を入力し、「照

会する」をクリックします。 

※「整理番号」と「パスワード」は、申込完了

通知メールに記載されています。 

※申込完了通知メールを削除してしまい、「整

理番号」と「パスワード」が不明な場合は、

担当課へご連絡ください。 

④ 
 

・申込内容画面が表示されますので、「修正す

る」をクリックします。 

※誤って「再申込する」をクリックしないよう

ご注意ください。 

「再申込」とは、同じ手続きを再度、新規とし

て申し込むものです。 

⑤ 
 

・「申請書の添付」の項目の「添付ファイル」を

クリックします。 

999999999999 
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⑥ 
 

・修正前のファイルが添付されていますので、

「削除」をクリックして削除します。 

⑦ zzz 
・「ファイルの選択」をクリックします。 

・修正後の申請書データ（エクセルファイル）

を選択し、「添付する」をクリックします。 

⑧  
・添付結果が表示されます。 

・修正後の申請書データが添付されていること

を確認し、「入力へ戻る」をクリックします。 

⑨  ・再び申込画面が表示されます。 

・入力内容を確認し、「確認へ進む」をクリック

します。 

⑩ 
 

・申込変更確認の画面が表示されます。 

・表示内容を確認し、「修正する」をクリックし

ます。 

⑪ 
 

・申込変更完了画面が表示されましたら、完了

です。 

 
 

(2) 郵送で提出した添付書類に不備・不足があった場合 

県から送付するメールの内容に従って不備を修正（又は不足書類を追加）し、再提出してください。 
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４ 審査結果・承認 

審査が完了して入札参加資格が承認された場合は、本県の物品等入札資格者名簿に登載するとともに、

登録番号を記載した「承認通知書」を申請者に郵送します。 

【送付時期】定期申請：令和８年３月末頃  随時申請：登録が行われた時点 

「承認通知書」は入札参加時に資格の証明書類となりますので、有効期間中は大切に保管してください。 

 

 

５ その他注意事項 
 

(1) 承認を受けた後に必要な手続きについて 

・ 第１号様式に記載した事項に変更が生じた場合は、すみやかに「第２号様式 変更届出書」を提出し

てください。 

・ 入札参加資格者が、解散、廃業又は物品の販売等の事業を廃止した場合は、すみやかに「第３号様式 

廃業等届出書」を提出してください。 

・ 会社更生法又は民事再生法の手続の申し立てをした場合は、すみやかに連絡してください。 

 

(2) 入札参加資格者名簿のホームページでの公開について 

物品等入札参加資格者名簿は、新潟県の「入札情報サービス」で公開します。 

また、入札参加資格の取り消しや指名停止措置が執られた場合についても、県のホームページで公表す

ることとしています。 

 【入札情報サービスから名簿情報を閲覧する方法】 

① 新潟県ホームページを開く。 

② 画面上部の「事業者の方へ」をクリックする。 

③ 画面中央の「入札・発注・売却・募集・その他」の中の「新潟県入札情報サービス（物品）」をクリ

ックする。（すぐ上の「新潟県入札情報サービス＜外部リンク＞」ではありません。） 

④ 「入札情報サービス」画面左側の「入札参加資格者」をクリックし、検索画面で必要な情報を入力

して情報を呼び出す。 

 

(3) 外国事業者が申請する場合について 

① 申請書の「住所」欄は、本店の所在する国名及び所在地名を記入してください。 

なお、日本国内に連絡場所がある場合には、その所在地を入札通知書送付先に指定してください。 

② 登記事項証明書又は身分証明書及び納税証明書については、これらの証明書等に代えて、申請者の国

の管轄官庁又は権限のある機関の発行する書面としてください。 

③ 添付する書類等について、外国語で記載された事項については、日本語の訳文を併せて添付してください。 

④ 申請書中の金額記入欄は日本国通貨で記入してください。（申請日における、出納官吏事務規程（昭和

22年大蔵省令第95号）第16条に規定する外国貨幣換算率により換算して得た額を記入してください。） 

⑤ 承認通知書は、原則的に日本国内への送付とします。日本国内に事業所がない場合、委任状を添付の

上、代理人による申請を行ってください。 

 

６ お問い合わせ先 

※申請書類の持参、対面での審査はお受けしておりません。 

新潟県 出納局 会計検査課 調達契約係 

電話：025-280-5490（直通） FAX：025-284-2772 
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【各種証明書等取扱先】 

 

(1) 新潟県税の納税証明書（未納がない旨の証明書） 

  以下のいずれかの方法により交付請求できます。 

① 地域振興局県税部窓口での請求 

② 新潟県電子申請システムによる請求 

③ 郵送による請求 

 

請求方法の詳細については、県ホームページを参照願います。

https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/zeimu/shomei.html 

ご不明な点は、法人所在地（お住まいの地域）を担当する地域振興局県税部（県外に所在する法人につい

ては新潟地域振興局県税部）にお問い合わせください。 

【地域振興局県税部窓口】 

名  称 電話番号 お住まいの地域 

新発田地域振興局県税部 
収税課 0254-26-9123 新発田市、阿賀野市、胎内市、聖籠町 

村上収税課 0254-52-7922 村上市、関川村、粟島浦村 

新潟地域振興局県税部 

収税第１課 025-273-3214 新潟市（秋葉区を除く）、県外に所在する法人 

新津収税課 0250-24-7126 新潟市秋葉区、五泉市、阿賀町 

三条収税課 0256-36-2212 三条市、加茂市、燕市、田上町、弥彦村 

佐渡収税課 0259-74-3310 佐渡市 

長岡地域振興局県税部 
収税課 0258-38-2510 長岡市、小千谷市、見附市、出雲崎町 

柏崎収税課 0257-21-6222 柏崎市、刈羽村 

南魚沼地域振興局県税部 
収税課 025-772-2665 南魚沼市、魚沼市、湯沢町 

十日町収税課 025-757-5513 十日町市、津南町 

上越地域振興局県税部 
収税課 025-526-9311 上越市、妙高市 

糸魚川収税課 025-553-1849 糸魚川市 

 

【①窓口での請求方法】 

●請求できる場所 

 上記の地域振興局県税部の窓口で請求してください。（県庁税務課では交付していません。） 

 

●窓口での交付請求に必要なもの 

ア 納税証明書請求書 

県ホームページからダウンロードするか県税部窓口に備付けのものをご利用ください。 

 納税証明請求書は、以下の県ホームページからダウンロードできます。 

https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/zeimu/1190868379314.html 
 ※個人の場合、請求者本人の署名がある場合は押印不要です。（コピー不可） 

 ※法人の場合は代表者印（印鑑登録されたもの）を押印願います。 
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イ 本人確認書類等 

本人（法人の場合、代表者）が交付請求する場合 

  ・個人の場合：マイナンバーカード又は通知カード等の番号確認書類及び運転免許証等の身元確認書類 

  ・法人の場合：代表者の方の運転免許証等の身元確認書類 

 

代理人が交付請求する場合 

  ・委任状：実印若しくは代表者印（印鑑登録されたもの）を押印したもの 

  ・印鑑登録証明書 

  ・納税証明書の名宛人の番号確認書類 

  ・代理人の運転免許証等の身元確認書類 

※ 法人の代表者印が押印された納税証明請求書を、法人の従業員が持参する場合（使者による請

求）は、委任状及び印鑑登録証明書の持参は不要です。 

   ただし、持参する方が交付請求する法人の従業員であることを証する書類（社員証、健康保険

証など）と持参する方の本人確認書類（運転免許証等）の提示が必要となります。 

 

ウ 手数料額（１件につき400円×証明書請求枚数（交付通数）） 

・手数料は、新潟県収入証紙またはキャッシュレス決済により納付していただきます。 

・新潟県収入証紙は地域振興局県税部の窓口では取り扱っていませんので、以下の県ホームページを

参照の上、あらかじめ御用意ください。 

https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/suitoukanri/info-shosi.html 
 

【②新潟県電子申請システムによる請求方法】 
交付方法は以下の２通りです。詳細については、地域振興局県税部へお問い合わせください。 

①オンラインで交付申請と手数料の納付を行い、郵送又は地域振興局県税部の窓口で交付 

②オンラインで交付申請のみを行い、地域振興局県税部の窓口で手数料を納付して交付 

 

【③郵送での請求方法】 
地域振興局県税部窓口への来所又は電子申請システムによる請求が困難な場合に、郵送による請求を

することができます。詳細については、地域振興局県税部へお問い合わせください。 

 

 

(2) 登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

法人の所在地の管轄に関係なく、どちらの局・支局でも請求可能です。 

名 称 電話番号 名 称 電話番号 

法務局 

新潟地方法務局 025-222-1700 柏崎支局 0257-23-5264 

村上支局 0254-53-2588 南魚沼支局 025-772-2549 

新発田支局 0254-24-7119 十日町支局 025-752-5085 

新津支局 0250-22-0538 上越支局 025-525-4146 

三条支局 0256-33-1394 糸魚川支局 025-552-0424 

長岡支局 0258-33-5538 佐渡支局 0259-74-2161 
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(3) 成年被後見人、被保佐人又は被補助人に該当しない旨の登記事項証明書 

「成年被後見人、被保佐人」だけでなく「被補助人」にも該当しない旨の登記事項証明書の提出も必要で

すので、ご注意ください。 

窓口請求・・・・新潟地方法務局(連絡先は(2)登記事項証明書（履歴事項全部証明書）に同じ) 

    ※新潟地方法務局の支局では請求できませんが、申請書用紙は入手できます。 

 

郵送による請求・・東京法務局民事行政部後見登録課 

    〒102-8226 東京都千代田区九段南一丁目１番15号 九段第２合同庁舎 

    電話03-5213-1360 
      http://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/ 
 

 

(4) 国税（消費税及び地方消費税、所得税）の納税証明書 

・請求先は、現在の住所地（納税地）を所轄する税務署です。 

・税務署へお越しの際は、本人確認ができる書類（運転免許証、マイナンバーカード等）をお持ちください。

代理人による請求の場合は、委任状が必要です。 

・詳しくは、国税庁ホームページ「納税証明書の交付請求手続」をご確認ください。 
http://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nozei-shomei/01.htm 

※納税証明書は、税務署窓口での待ち時間の短縮が可能なオンライン請求や、電子納税証明書（PDF）がと

ても便利です。詳しくは、ｅ－Ｔａｘホームページ等をご確認ください。 

 

 

                                  

 

名称 電話番号 
法人の場合：住所登記地   

個人事業主の場合：お住まいの地域 

税

務

署 

村上 0254-53-3141 村上市、関川村、粟島浦村 

新発田 0254-22-3161 新発田市、阿賀野市、胎内市、聖籠町 

新潟 025-229-2151 新潟市のうち北区・東区・中央区・江南区・南区・西区 

新津 0250-22-2151 新潟市のうち秋葉区、五泉市、阿賀町 

三条 0256-32-6211 三条市、加茂市、見附市、田上町 

巻 0256-72-2355 新潟市のうち西蒲区、燕市、弥彦村 

長岡 0258-35-2070 長岡市の一部、出雲崎町 

小千谷 0258-83-2090 長岡市の一部、小千谷市、魚沼市、南魚沼市、湯沢町 

柏崎 0257-22-2131 柏崎市、刈羽村 

十日町 025-752-3181 十日町市、津南町 

高田 025-523-4171 上越市、妙高市 

糸魚川 025-552-0381 糸魚川市 

佐渡 0259-74-3276 佐渡市 

 

  

e-Taxホームページ 

納税証明書の交付請求について 

スマートフォンからの 

オンライン請求はこちらから 
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【営業許認可等一覧表】 

 入札参加を希望する営業種目が法令に基づく営業に関する許認可等を必要とする場合、その証明書等の写

しを添付してください。 

（許認可等の例） 

大分類 営業許認可等 

燃料・油脂類 

液化石油ガス販売事業 一般ガス事業 

簡易ガス事業 揮発油販売業 

石油製品販売業 危険物貯蔵所設置 

機械類 

医療機器販売業 医薬品販売業 

高度管理医療機器等販売業 管理医療機器販売業 

特定計量器販売業   

薬品・肥飼料・資材類 

医薬品販売業 薬局開設者 

毒物劇物販売業 肥料販売業 

農薬販売業 高圧ガス販売事業 

動物用医薬品販売業 火薬類販売業 

放射性同位元素販売業   

（その他） 古物商営業 小売電気事業 

 

※ 証明書等の写しには、許認可等名称と申請者名が確認できる部分を必ず含めてください。 

 

※ 「古物商営業許可」のように、許可証が手帳のような形状になっていて、許可の名称と許可を受けた事

業者の確認が一枚で困難な場合は、分かる部分すべての写しをとってください。 

 

※ ガソリンスタンドを経営している場合の注意事項 

ガソリンを販売する場合、「揮発油販売業」の登録が必要となり、ガソリンや軽油、灯油等を販売する場

合は、「石油製品販売業」の届出が必要となるため、ガソリンスタンドを経営している場合は、２つの証明

書が必要となりますので、ご注意ください。 

 

石油製品販売業の届出控えを紛失した場合は、以下に連絡し、番号を確認した上で、申請書に記載

してください。 

【確認先】関東経済産業局 資源エネルギー環境部（電話 048-600-0368） 

 

 

 

 


